手付金保証付証明書交付申請書・確約書

公益社団法人　全国宅地建物取引業保証協会　殿

	物件登録番号
	
	※証明書番号

	物件所在地
	

	媒介契約の種類
	いずれかに○をすること
	1．専属　　2．専任　　3．一般

	物件の種類


	該当に○をすること
	①居住用
	A.一戸建て　B.マンション　C.土地

	
	
	②事業用
	A.建物　　　　B.土地

	売主
	住所　〒

商号

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　電話



	買主
	住所　〒

商号

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　電話



	元付業者名
	商号　　　　　　　　　　免許番号　大臣・知事（　）第　　　　号

代表者　　　　　　　　　　　　　　　電話

	売買価格
	　　　　　　　　　　円

	手付金額
	　　　　　　　　　　円

	契約締結日
	平成　　　年　　　月　　　日

	所有権移転登記日・引渡日
	平成　　　年　　　月　　　日

	送付先

（買主）
	住所　〒

商号

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　電話




　　送付先が買主欄と同じ場合は記入の必要はありません。

（注）交付申請する客付け業者はこの交付申請・確約書の各欄に記入の上、地方本部に

郵送もしくは持参してください。

なお、その際売主発行の手付金領収書（買主所持）の写し、および売買契約書の写

し、登記簿謄本の写し、その他地方本部が定める書類を添付してください。

公益社団法人　全国宅地建物取引業保証協会　殿

この度、手付金保証制度に基づく「手付金保証付証明書」の交付申請を行うに際し、当該物件が本保証制度に該当するとして、下記事項について確約いたします。

確約事項

	１　指定流通機構に登録している物件である。
	は　い
	いいえ

	２　建物または６６０㎡以下の宅地である。
	は　い
	いいえ

	３　地目が宅地である。
	は　い
	いいえ

	４　当該物件は設定登記されている抵当権の額もしくは根抵当権の極度額またはその合計額が売買代金を上回っていない。
	は　い
	いいえ

	５　当該物件に差押登記または仮差押登記が設定されていない。
	は　い
	いいえ

	６　売主、買主とも宅地建物取引業者及びその役員以外である。
	は　い
	いいえ

	７　宅地建物取引業者の従業員または親族等、その名義に関係なく営業とした売買ではない。
	は　い
	いいえ

	８　宅地建物取引業者以外の者が業とした売買ではない。
	は　い
	いいえ

	９　宅地建物取引業者が売主の代理となっていない。
	は　い
	いいえ

	10　売主と登記名義人が同一である。（または相続・贈与の場合である。）
	は　い
	いいえ

	11　売主と抵当権等の債務者が同一である。または相続等の場合でそれを証する書類がある。
	は　い
	いいえ


※　上記確約事項すべて「はい」でなければ保証の対象となりません。

※　買主に保証金を支払った場合、上記確約項目などで会員に故意または重大な過失があるときは手付金保証業務方法書第１７条に基づき会員にも求償権が及びます。

※　当協会の手付金保証制度を申請するにあたっては、売主・買主の個人情報が含まれている場合がありますので、証明書交付申請する会員業者は、事前に当協会へ個人情報の提供する旨を提供される当事者に必ずご説明下さい。
証明書交付申請日　　　平成　　　年　　　月　　　日

証明書交付申請者　　　免許番号　　　大臣・　　　知事（　　）第　　　　　　　　　号

（客付会員業者）

　　　　　　　　　　　商　　号

　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　事務所所在地　〒

　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　

※申請者は記入しないで下さい。








